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 「無線端末機器市場要覧 2005」 
～携帯電話端末/無線ＬＡＮ機器/ＰＨＳ端末/事業所用コードレス/ＰＤＡ市場の最新動向分析～ 

 

移動体通信・ＩＴ専門の調査会社である株式会エムシーエイ（http://www.mca.co.jp/）では、5

月 10 日に調査レポート「無線端末機器市場要覧 2005」～携帯電話端末/無線ＬＡＮ機器/ＰＨＳ端末/

事業所用コードレス/ＰＤＡ市場の最新動向分析～（価格：50,400円/税込み）を発刊した。 

無線ネットワークを活用して広がるユビキタス社会。そのアクセス端末として注目されているのが、

携帯電話端末、ＰＨＳ端末、無線ＬＡＮ機器、ＰＤＡ（携帯情報端末）などの無線端末機器である。市

場は、端末高機能で旺盛な買い替え需要に支えられている携帯電話端末、様々な機器へのビルト

イン化が進む無線ＬＡＮ機器など好調な市場拡大が続くカテゴリーがある一方で、音声端末からデ

ータカード化へのシフトが進むＰＨＳ端末、急速に冷え込むＰＤＡ端末などは苦戦しており、市場は 2

極化の様相を呈している。 

  

  こうした中、本レポートでは各カテ別に市場動向、販売実績、各社の戦略にフォーカスすることで、

無線端末機器市場の現状並びに今後の方向性について分析を試みたものである。 

何卒、皆様の事業展開上の参考資料として、ご活用いただければ幸いである。 

■ 調査結果抄録 

 

図：無線通信端末機器の市場トレンド 
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今回、調査対象となった無線端末機器 5 品目（携帯電話端末、無線ＬＡＮ機器、ＰＨＳ端末、事業所用コ

ードレス、携帯情報端末）の 2004年度における合計の市場規模は、前年比91.7％の 1兆 9,36８億円あまり

となった。前年比ダウンとなった背景として最も大きいのは、9 割以上の比率を占める携帯電話端末市場が

金額ベースで前年比９１．５％と大きく落ち込んだためである。2005 年度以降は、携帯電話端末市場の回

復が本格化していくことで、全体的にはプラスへと転ずる可能性が高く、2007年度には2兆 4,999億円まで

拡大していくと予測される。 

 

表：品目別市場の規模推移 

（単位：千台/百万円） 

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
出荷数量 42,280 43,050 51,450 43,950 47,300 54,800 58,300
前年比 - 101.8% 119.5% 85.4% 107.6% 115.9% 106.4%

出荷金額 1,598,184 1,653,120 2,001,405 1,831,750 2,052,820 2,312,560 2,390,300
前年比 - 103.4% 121.1% 91.5% 112.1% 112.7% 103.4%

出荷数量 2,640 4,300 5,570 6,400 6,800 7,200 7,500
前年比 － 162.9% 129.5% 114.9% 106.3% 105.9% 104.2%

出荷金額 27,040 33,550 45,300 49,000 52,000 53,000 54,000
前年比 － 124.1% 135.0% 108.2% 106.1% 101.9% 101.9%

出荷数量 2,600 1,450 1,400 900 850 820 740
前年比 - 55.8% 96.6% 64.3% 94.5% 96.5% 90.2%

出荷金額 41,500 22,330 21,500 13,320 12,500 12,000 10,800
前年比 - 53.8% 96.3% 62.0% 93.8% 96.0% 90.0%

出荷数量 - - - - - - -
前年比 - - - - - - -

出荷金額 19,700 22,600 21,400 23,800 26,000 28,000 29,500
前年比 - 114.7% 94.7% 111.2% 109.2% 107.7% 105.4%

出荷数量 1367 958 723 610 560 520 500
前年比 - 70.1% 75.5% 84.4% 91.8% 92.9% 96.2%

出荷金額 42,370 28750 22480 18950 16800 15500 14900
前年比 - 67.9% 78.2% 84.3% 88.7% 92.3% 96.1%

実　績 予　測
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                                                                                    （出典：ＭＣＡ） 

市場的には、携帯電話端末、ＰＨＳ端末、携帯情報端末（ＰＤＡ）がいずれも前年比を割り込む一方で、

無線ＬＡＮ，事業所用コードレスは順調な拡大が続いている。 

 

前年までの大幅な市場拡大から一転してダウンとなった携帯電話端末市場については、2004 年度はトレ

ンド的には端境期と位置づけることができる。今後は循環的な買換え需要の拡大期、ＭＮＰ（Mobile 

Number Portability）の導入、新規事業者の参入、3.5Ｇ端末の投入などプラス要因が多く規模的には再び

拡大傾向へ向かうと分析される。 

 

ソニーの撤退など不振が続くＰＤＡ市場については、携帯電話の高機能化の影響で 2004 年度は台数ベ
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ースで 84.4％の 61 万台まで縮小した。既に一部の国内ベンダーでは、従来の店頭販売から撤退するなど、

事業規模を大幅に縮小しつつある。これに対し、インターネットを使ったオンライン販売で攻勢を強めている

のが外資系である。今後、市場的には法人需要などニッチ市場への取り組み強化や携帯電話など無線機

能を搭載したスマートフォン端末への進化で生き残りを目指すこととなりそうだ。 

 

音声タイプからカード端末へのシフトが進んだＰＨＳ端末市場の2004年度は台数ベースで前年比64.3％

の90万台まで落ち込んだ。ＰＨＳキャリアでは既にアステルグループが崩壊状態にあり、ドコモもサービス停

止を発表するなど、端末ベンダーにとっても厳しい状況が続いている。こうしたなか唯一積極的な事業展開

を行っているウィルコムでは、データ通信速度の高速化に続き、通話定額サービスをスタートさせるなど、成

長戦略を強化している。市場的には、今後も厳しい状況が続くものの、通話定額サービスの登場によってカ

ード型から音声タイプへのシフトが進むことで一定のボリュームまで持ち直す可能性もある。 

 

プラス成長となった無線ＬＡＮ機器市場は、ADSLサービスやFTTH等のブロードバンド・サービスが依然

好調なこと、速度が最大54Mbpsの IEEE802.11gに準拠して製品の登場、そしてインテル社が無線LAN機

能をCPUのチップセット化した「Centrino」を発売し、ノートパソコンに無線LAN機能の標準搭載が進んだこ

となどから、2004 年度は台数ベースで前年比 114.9％増の 640 万台へ拡大した。速度、セキュリティ、電波

干渉といった課題も解消しつつあることから、法人市場での普及に拍車がかかっている。 

 

PHS キャリアの事業見直し、IP 化への対応の遅れが原因となり 2003 年度に一旦ダウンしたものの 2004

年度に回復した事業所用コードレス市場は、前年比 111.2％増の 23,800（百万円）となった。背景には、携

帯キャリアが開始したモバイルセントレックスサービスや無線 IP のパッケージ商品が本格的に投入されたこ

となどが挙げられる。従来からの事業所用ＰＨＳだけでなく、無線ＩＰ電話やモバイルセントレックスへの需要

拡大が期待され、更には企業内におけるＬＡＮ普及が追い風になることで、リプレース及び新規需要が拡大

していくと推測される。 
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図：携帯電話端末の出荷動向（2004 年度） 
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（出典：MCA） 

 

2004 年度の国内携帯電話端末市場は、出荷量で前年比 85.4％の 4,395 万台、金額ベースでは前年比

91.5％の 1 兆 8,317億円となった。方式別では、３G 端末の比率は全体の 53.2％に達した。2003 年度は、

出荷量ベースで全体の 29.3％しかなかったことから、3Ｇ端末の急速な普及が進んでいることが伺える。背

景には、これまで３Ｇ端末普及に注力してきたＫＤＤＩに加え、2004 年度はドコモもＦＯＭＡが 900i シリーズ

の投入し、3Ｇサービスが本格的に離陸させたことが寄与している。一方、2Ｇ端末については、2003 年度は

全体の 70.7％となる 3,640 万台と高水準なレベルで推移していたが、2004 年度は全体の 46.4％へと大きく

比率を落とした。 

 

携帯電話端末市場のベンダーシェアでは、トップのＮＥＣが22.4％から18.0％へとシェアを落とし、パナソ

ニックもシェアこそ 15.5％と 2003 年度と変化はなかったものの、出荷台数は 800 万台から 680 万台へと減

少した。2 強の市場におけるポジショニングが低下する反面、市場的には 3 位のシャープが 12.4％から

15.0％へとシェアを拡大させたことで、2 位のパナソニックを追い詰める構図へと変化した。また 4 位の三洋

電機はＫＤＤＩのシェア拡大もあり8.1％から10.2％へと躍進した。2番手グループでは、東芝、ソニー・エリク

ソンのシェアは2003年度と大きな変化はなかったものの、ドコモ向けを主力とする富士通が6.5％から8.0％

へシェアを拡大させる一方で、三菱電機は 8.7％から 6.8％へとシェアを落とした。 
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方式別では、3Ｇ端末では CDMA2000 系の端末ベンダーの躍進が目立っている。トップグループの三洋

電機と東芝は、いずれもＫＤＤＩを主な納入先としている。これに対して、Ｗ－ＣＤＭＡ端末を主力とするＮＥ

Ｃ、パナソニック、シャープなどドコモ系の端末ベンダーもＦＯＭＡが急速な拡大を受け、2004 年度は 3Ｇ端

末の比率が上がった。ドコモの 2004 年度末におけるＦＯＭＡ加入比率は 23.6％しかなく、拡大余地は大き

い。そのため、2005 年度以降はドコモ系の端末ベンダーが国内 3Ｇ端末市場でトップに立つ可能性が高

い。 
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